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これからの地域福祉のあり方に関する研究会  

寧寄付文化の振興方策について  

■募金、寄付のあり方について  

花王株式会社 コーポレートコミュニケーション部門  

CSR推進部長（兼）r社会貢献部長  

嶋田 実名子  

1．   企業の寄付を含む社会貢献活動の現状   

－05年度目本経済団体連合会社会貢献活動実績調査より】   

・主要408社 社会貢献活動総支出1，444億円（内、寄付総額1，013億）  

1社平均 3億5，400万円（内、寄付 2億5，300万円）  

経常利益比率  1，38％  

分野別支出比率BEST5  ①教育・社会教育  

②文化。芸術  

③学術・研究  

④環境  

64．4％  専任部署もしくは担当者設置企業  

日本経団連の社会貢献推進委員会、社会貢献担当者懇談会  

1％クラブの活動  

災害支援のあり方の検討（経団連。企業・NPO／NGOの協働）  

花王の社会貢献活動  

活動の変遷  

80年代  利益の一部還元、陰徳こそ美徳  

90年代  情報開示、戦略的活動（事業活動と関連した活動）  

2000年代  CSRを意識した活動、キイワード一地域貢献。  

NPO／NGOとの協働  

ボランティア  

活動の位置づけ  社員の行動倫理規定に位置づけ  

「社会・文化活動を通じて豊かな社会の実現に貢献すること」  

統一テーマ  次世代を育む環境作りとひとづくり  

重点分野  □環境（みんなの森づくり活動助成・みんなの森づくり応援団等）  

口数育（花王8教員フェローシップ。理科実験講座等）  

□芸術文化（バレエ協賛・花王「ミイニティミュージアム助成等）  

社員の参画意識の醸成  社員による寄付組織「ハートポケット倶楽部」と  

その他の福祉支援  口情報のバリアフリー活動（ボイスガイド、点字シール）  

□福祉施設への製品寄贈  年2回 520ケ所  

2．  

＿1＿   



2007．12．14  

これからの地域福祉のあり方に関する研究会  

マッチングギフト  

3．   企業の寄付活動の変化   

① 思いつきから戦略性へ⇒事業領域を意識した寄付、寄付額の予算化   

②透明性の確保⇒自社の社会貢献委員会、寄付委員会にて寄付を決定   

③説明責任⇒寄付のガイドラインの策定・お付き合いや習慣的寄付の削減   

④新しい仕組み作り⇒・社員による寄付組織の設置  

。特定非営利活動法人「市民社会創造ファンド」や  

地域のNPOの中間支援組織の活用   

⑤ 寄付より自主プログラム  

以上  

亡亭ゝ   



2006年12月6日  

（社）日本経済団体連 

社会貢献推進委員会。γ％時期㌧酌爾タラ訝   
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露。支出調査結果  

1．社会索敵活動支出額  

望．経常利益額等に占める比率  

3．社会貢献活動支出額と経常利益比の推移  

穏．内訳（分野別支出比率、寄付金軽、自主プログラム経費）  
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誼．意識駐制度調査結果  

1．企業の社会貢献活動への取り組み瞬意識  

望，社会薫献活動推進のための社内体制∫制度導Å状況  

3，社会貢献活動に関するコミュニケ鮒ション  

射 社員のボランティア活動に対する支援  
5凸 愛業財団（公益信託）  

6中 臣dPO b NGOに対する支援一連携  

プ．寄付金税制、公益法人制度改革等  
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三三丁子三．≠ギヒ喜・、．＿   

日本経団連では、焉＿991年から会員企業と1％クラブ法人会員を対象に、「社会貢献活動実績調査＿王 を行ってい  

る。今年は3年毎の大規模調査6回目の年にあたり、毎年実施している文江iと活動事例の調査に加え、意識調査  

も実施した（〕質問事項が多岐にわたる調査であるにもかかわらず、回答社数は447社となり、前回の大規模調査か  

ら‖叩社以上増えた。担当者各位の本調査へのご協力に対し深く感謝申しあげる。   

今回の調癒結果では、社会貢献活動支出額は総額j＿，444億Pほ前年度比で4．2％減少したが、1社平均は3億  

5，∠旦0牡万γ二lと0月％増加した。このうち、1％クラブ法人会員142社の平均支出額は8億重，100万円となり、バブル期  

の199埼三度（9低3，900方円）に次ぐ歴代2番目の額となった。支出額の対経常利益比は1．38％－と前年度に比べて  

0．37ポイ．ントドがったが、これは、経常利益額の1，社平均が調査開始以来最高となったことだけでなく、金額  

ベーれ ス（け隼間予算制度を導入した企業が増加したことも影響している。 1990年以降、厳しい経常環境の中でも肝一  

定規模の社会貢献活動を維持してきた企業の実績と経験が、制度にも反映されつつある。   

意識¢缶り度調査結果には、企業の社会的責任（CSR）の一環として社会貢献活動を位置づけ、積極的に展開し  

ようとする企業の姿勢が色濃く表れている。 「CSR元年．．」と呼ばれる2003年からの3年間に、半数以上の企業  

が社会貢献への取り組みを強化しており、「基本方針の明文化」「専門部署や専任担当者の設置」「社内横断的  

組織の設置」など社内体制の整備も大きく前進した。社会貢献活動の情報開示も進んでおり、「広く1般向けに  

開示している＿j と恒卜答した企業は、1993年度には3割だったが、今回の調査では7割に達している。インタb－－←＝【・  

ネットl二での情報提供、CSR報告書等への記載も進んでおり、ステーークホルダーから意見を聞く機会を設ける  
紋業’鉦旧てきている．〉，   

今後、各社が／企業活動全体の中で社会貢献活動を戦略的に位置づけ、ステー▲クホルダ㌧汀Ⅳ－・と連携しながら、さら  
に大きな社会的成果を生み出すことを期待したい。各社が説明責任を果たしながら、知恵と二1二夫を凝らして独自  

件ある活動を着実に展開していく上で、この調査結果が一助となることを願っている。  

2（106年12月  

社会貢献推進委員会委員長  

j．（％クラブ会長  池蘭 弘叫一   



藩 廣概要  

’巨 節憤瀾酌  日本経団連では、企業による社会貢献活動の実態を明らかにし、社会の理解を深めると  

ともに、今後の各社の活動に資するため、1991年より毎年、社会貢献活動実績調査  

を実施し、結果を公表。  

今巨引ま、3年に1魔の大規模調査であり、例年実施の社会貢献活動関連支出、社会貢献  
活動を促進するための社内制度、活動事例の調査に加え、社会貢献活動に関する意識や  

取り組みの方向性を把握するための意識調査を実施。  

芝再 調査内容  （1）2005年度の社会貢献活動実績に関する調査  

①社会貢献活動支出額やその経常利益に対する比率、寄付金額などの支出額  

②社会貢献活動事例（別冊）  

（2）意識争制度調査  

社会貢献活動に関する基本的考え方、情報開示、社員のボランティア活動、企菜財  
団等との関係、NPOとの関係、寄付金税制などに対する意識を、3年に1度時系  
列で調査。社会貢献活動を促進するための体制命制度の導入状況を、3年毎の動向  
としてとりまとめ。  

日本経団連会員企業、 1％クラブ法人会員の合計i，403社   

社会貢献推進委員会、1％（ワンパーー・－セント）クラブ   

2006年8月～10月   

4∠皇7社（回答率：31．9％）   

［参考；前回大規模調査（2002年度）の回答数34一昨ヒ（調査対象1、302祉）、回答率26d呈％］ 4   

3．調査対象   

針 三担当委展墓   

5．調査時期   

6．回答数  



・ 車＝ニモミ嫡査繚畢 …二苧085年度）  

爪音貫 社会蒸献活動支出駿   

仁呈）社会貢献活動支出について回答した企業408社の、  蛙皇且膿L－   

且蚕三室鞄笠旦主星鹿島戯亙巴と、2004年度に比べ0．9％と微増。  

このうち、1％クラブ法人会員（142社）の平均支出額は8億鼠，100万円（対前年度比軋5％増）と、  

バブル期のj．9飢年度（9億3，900万円）に次ぐ歴代2番目に多い額。  

社会貢献活動支出鶴  

［うち笥％クラブ法Å会員］  

01年度   02年度   03年度   04度   05年  

もi46社う  け紆軋  く－摘銅王  （1那吐）  （ 142社ラ   

合 計 額   1，1j、9億円  792億円   1，179億11   996億円   925億円   1，03（l億円   1，141億円   1．151億円   

1社 平 均 6億4700万円 6億8900万円  7億600万円  6億8200方円  6億4700万円  7億600万円  7億7600万円  8億1100万円   

網擾  7・4｛欄  6。3％増   2．6％増   3．4％絨   5．1％減  軋5％増   

＊社会貢献活動支出額  

本調査における社会貢献活動支出額とは、①寄付金総額（税粗．ヒ免税とされるか否かにかかわらず、社会貢献を目的とした寄付金、  
現物寄付等）、②社会貢献を目的とした自主プログラムに関する支出額（税法上、広告。宣伝費等で処理されていても、実質は社会  
軌敵将軌と企業が認識している支山を含む）の合計。  

なお、†「1本経団連では、政治寄付を社会貢献と位置づけていることから、2003年度以降は、政治寄付」を含む。  
5   



望一 経常利益複写に占め億比率  

社会貢献活動支出額の塵土盛」皇室娃jL皇旦‰（359社）と前年度に比べ微増。遮盟剋益比重はム．避盤  
（回答企業386社）、鋭乳酪妻  
べて減少。  

（374社）と、業績回復を反映し、それぞれ前年度に比  は1．67   

なおtもi％クラブ法人会員においては、社会貢献活動支出総額が増加するw－∵方で、経常利益比率  

や税引前利益比率の落ち込みが全社平均より大きい。このことから、1％，クラブ法人会員をはじ  

めとする、社会貢献活動に積極的に取り組んできた企業では、経常利益や税引前利益が大幅に増  
加していると推測。  

観象葦献活動支出額が売上高ゝ経常利    益、税引前  

99年度  00年度   01年度   02年度  03年度   錮年度   05年應   

0．10％   0．1．0％   0．19％   0」．3％   0．14％   0－09％   ¢．10％  

（283封二）   （303杜）   （322祉）   （302杜）   （347社）   （398幸い   （359珪）   

2．3晒   1．51％   2．03％   2．39％   1．54％   1．75％   1．38％  

（279杜）   （308杜）   （275祉）   （267杜）   （332社）   （朝7社）   （386注   霧よ萬比                                経常利益比                               税引前利益比  4，76％   2．56％   3．31％   3．20％   1．92％   1．95％   1．67％  

（229社）   （274社）   （218社）   （233社）   （312社こ）   （：ミ82社）   （374土）  

銅年度  05率度   

売上高比 。．i3％  0」．2％  0．12％  
（111祉）   （162社）   （143社）   （140社）   （141社）   （135祉）   

経常利益比  2．46％  1．91％   2．28％   2．82％   2．08％   2．29％   1．52％   

（109杜）  （1、62社）   （120社）   （121社）   （136社）   （139社）   （137£L   

税引前利益比   5．39％  3．25％   3．28％   3．63％   2．1．9％   2．＝牒   

（9：う杜）   （142杜）   （98杜）   （1．03社）   （129社）   り＿28杜）   （136蓮）                                                  1．了鯛                （133辻）   6   



議H 社会貢献活動支出額と経常利益比の推移∈1社平均）  

社会薫献活動支出額（一社平均）  
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Eニヨ社会貢献活動  

支出額   

一描叩経常利益比  
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年度  
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